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令和８年７月１日 

子ども・若者支援課 

 

世田谷区子ども・若者総合計画（第３期）進捗報告について 

 

１．報告にあたって 

「世田谷区子ども・若者・子育て会議」は、子ども・子育て支援法および地方青少年問題協議

会法に基づき設置し、子ども・子育て支援や若者に関する事項について検討・審議するととも

に、計画の進捗管理と評価・検証を行う機関としている。 

「世田谷区子ども・若者総合計画（第３期）」の初年度である令和７年度について、計画に掲

げる各事業・取組みの進捗状況および、同計画に内包する「子ども・子育て支援事業計画」に係

る教育・保育事業等の実績をとりまとめたことから、別添の進捗管理表により報告する。 

 

２．主な取組み 

＜１ 乳幼児期の子どもの育ちの土台づくりと成長の支援＞ 

保育需要への対応として新規保育施設の整備や既存施設の定員拡充に取り組んだほか、一時

預かり事業等の令和８年４月からの区独自無償化の決定や、「世田谷版こども誰でも通園制

度」の実施準備、保育の質ガイドラインの普及等を進めた。 

＜２ 子どもの意見表明・参加・参画と成長・活動の支援＞ 

ユースカウンシル事業では、公募で集まった若者が区政課題等について主体的に調査・議論

を行った。また、子どもの居場所フローターのモデル実施や民設民営放課後児童クラブの整

備、中高生世代向け学習スペース設置等の取組みを進めた。 

＜３ 若者が力を発揮できる環境づくり＞ 

青少年交流センターの拡充では、未整備２地域（世田谷・烏山）のうち、（仮称）世田谷地

域青少年交流センターの開設に向けて、整備場所を定めると共に、運営事業者の選定等を行

った。また、希望丘青少年交流センターにユースコーディネーターを配置し、関係機関等へ

の訪問活動や若者と地域資源等のつなぎを行った。 

＜４ 妊娠期からの切れ目のない子育て支援＞ 

おでかけひろば５か所の新規開設のほか、産後ケア事業の拡充や利用手続き全般のオンライ

ン化を進めた。また、ファミリー・サポート・センター事業では、謝礼金の電子決済導入等

により利便性向上を図るとともに、研修テキストの無償化など、地域の新たな担い手確保に

取り組んだ。 

＜５ 支援が必要な子ども・若者・子育て家庭のサポート＞ 

生活困窮世帯の高校生等を対象とした学習支援や生活困窮世帯の子どもや若者に対する高卒

認定取得支援事業を開始し、子どもの学習習慣や学力の定着、中学卒業後の進路保障や高校
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中退防止に向けた学習支援の充実を図った。また、中学卒業後の 15 歳～24 歳の女の子のた

めの居場所（ゆうカフェ）を補助事業として開始し、若年女性への支援の充実を図った。 

＜６ 保健福祉分野と教育分野が連携した子ども・若者への支援＞ 

教育委員会と保健福祉部局の部長級で構成される連携会議を立ち上げ、横断的課題に対する

連携や意見交換・情報共有等を行った。また、学びの多様化学校「世田谷区立北沢学園中学

校」の開校準備を進め、受け入れ態勢の拡充を図った。 

＜７ 子ども・若者の成長を支える地域社会づくり＞ 

子どもの権利条例パンフレットの作成を中高生とのワークショップで進めたほか、各種研修

や地域での学習会・交流会等への参加、「世田谷区子どもの権利の日」を記念したイベント

「子どものけんりフェス」を開催するなど、さまざまな機会を捉えて、子どもの権利の普及

啓発を行った。 

 

【令和７年度の達成状況】 

総合計画で数値目標を設定している 93 項目の達成状況については下表のとおり。 

達成状況 件数 

100％以上 57 件 

80％以上 100％未満 19 件 

0％以上 80％未満 13 件 

－ 4 件 

計 93 件 

   ※目標値が数値で設定していない事業等は、達成状況を「－」表記としている。 

 

【子ども・子育て支援事業計画】 

本計画に内包する子ども・子育て支援事業計画に関しては、教育・保育施設の定員確保、一時

預かり、地域子育て相談機関、子育て世帯訪問支援、産後ケア、ショートステイ等について、

需要の増加や多様化するニーズを踏まえ、提供体制の確保・拡充を進めた。 

 

３．今後の取組み 

令和８年度以降は、令和７年度の実績及び課題を踏まえ、目標未達となった事業の要因分析と

改善、子ども・若者の意見を施策に反映する仕組みの一層の充実、在宅子育て家庭を含む多様な

支援ニーズへの対応、関係機関・地域資源との連携強化を進める。あわせて、計画に掲げる各事

業の進捗を継続的に把握し、必要に応じて事業内容や実施方法の見直しを行いながら、子ども・

若者が権利の主体として尊重され、安心して育ち、力を発揮できる地域社会の実現に向けて取り

組んでいく。 




















































